
第６ 産業廃棄物 

 

１ 産業廃棄物 

 

(1) 発生状況と処理状況 

産業廃棄物は大企業や大規模工場だけでなく、身近にある様々な事業所からも排出され、種類が

多く処理方法も多様です。 

令和元年度の横浜市における産業廃棄物発生量（推計）は約 952万トン（前年度比 10.2％減）で

す。このうち、中間処理等による減量化量は約 651万トン、再生利用量は約 284万トン、最終処分

される量は約 17万トンです。 

 

産業廃棄物の発生量と処理状況の変化                  （単位：万トン） 

年 度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

発生量 1,001 1,000 1,064 1,060 952 

減量化量 622 650 658 770 651 

再生利用量 335 294 384 245 284 

最終処分が必要な量 46 56 22 45 17 

※ 端数処理により、内訳の合計と発生量が一致しない場合があります。 

 

(2) 産業廃棄物の処分状況 

令和２年度に市内で埋立処分された産業廃棄物の量は、14,584トンです。内訳は、処分業者によ

る処分が 4,365トン、市による処分が 10,219トンです。 

なお、令和２年度に海洋投入処分※された産業廃棄物はありませんでした。 

    市内で産業廃棄物を埋立中の最終処分場は、民間処分業者が設置した施設が１施設、公共関与に

よる施設が１施設あります。 

 

   ※ 海洋投入処分 

我が国では海洋投入処分を禁止する「廃棄物その他の物の投棄による海洋汚染の防止に関する条

約」（ロンドン条約）を批准しており、海洋投入処分量削減に向け、平成 29年４月より許可申請

者が、海洋投入処分を行う者から建設汚泥が発生する工事を発注した者に変更されました。 

ロンドン条約は、国際的に海洋投棄に関する規制の取り決め、陸上発生廃棄物の投棄による海洋

汚染の防止を目的として、1972年（昭和 47年）に採択、1975年（昭和 50年）に発効し、日本は

1980年（昭和 55年）に批准しています。また、廃棄物等の海洋投棄及び洋上焼却を原則禁止とす

る「ロンドン条約 96年議定書」が 2006年（平成 18年）に発効されています。 
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２ 不適正処理の監視・指導 

平成 17年４月１日から、不適正処理に対して迅速な対応を図るため、各区の収集事務所に産業廃棄

物の相談窓口を開設しました。また、産業廃棄物対策課に元神奈川県警察職員を中心とする専従機動

班を設置し、事務所と連携しながら、違法事案に対し厳正な措置を講じていくなど産業廃棄物の適正

処理監視・指導の強化を図っています。 

   

 

 

 

 

 

 

  

苦情件数の推移                               (単位：件) 

年 度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

件 数 30 32 21 20 67 

 

３ 排出事業者指導 

   市内に約 15万ある事業所の中から、特に重点的に指導する事業所を定め、計画的に立入指導を行っ

ています。有害な物質を含む汚泥・燃え殻等の廃棄物を排出する可能性のある事業所や、感染性廃棄

物・アスベスト（石綿）等特殊な廃棄物を発生する事業所などを中心に立入検査を行い、廃棄物の発

生状況の確認や適正処理のための指導を行います。また、汚泥・燃え殻等については抜取調査を行い、

処分基準を超えていないかどうかを確認しています。令和２年度の事業所立入数は 435件、分析調査

は延べ 22検体行いました。 

 また、「横浜市廃棄物等の減量化、資源化及び適正処理等に関する規則」に基づき、毎年１回、産業

廃棄物又は特別管理産業廃棄物を排出している約 430事業所を対象に、処理に関する報告書を徴収し

ています。徴収した報告書は、事業所を指導するための資料として活用するとともに、産業廃棄物の

発生量・処分量の把握や将来推計等に使用しています。 

   令和３年度も事業者指導強化対策として、引き続き、解体工事現場や砕石処理施設等への立入指導

を強化する等、再生砕石へのアスベスト含有産業廃棄物の混入防止を徹底していきます。また、建設

工事に伴い生じる産業廃棄物の保管場所の届出制度の円滑な運用を進め、適正処理に向けた指導を強

化していきます。 

  
 
 
 
 
 
 

 
市 民 

相 談 窓 口 
（収集事務所） 

専 従 機 動 班 
（産業廃棄物対策課） 

不適正処理事業者

 

連絡調整 

通報 
初動調査

 

通報 
回答 

立入調査 
行政指導 

違法事案に対する厳正な措置 

回答 初動調査 
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４ ＰＣＢ廃棄物適正処理の推進 

ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）は、人工的に作られた主に油状の化学物質です。水に溶けにくい、

沸点が高い、熱で分解しにくい、不燃性、電気絶縁性が高いなど、化学的にも安定な性質をもつこ

とから、かつては電気機器などに幅広く使用されましたが、毒性が問題化し、現在は製造・輸入と

もに禁止されています。 

ＰＣＢ廃棄物は、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」で定めら

れる期間内に処理する必要があり、市内のＰＣＢ廃棄物のうち、高濃度ＰＣＢ廃棄物は中間貯蔵・

環境安全事業株式会社の東京ＰＣＢ廃棄物処理施設及び北海道ＰＣＢ廃棄物処理施設において、低

濃度ＰＣＢ廃棄物は廃棄物処理法に基づく無害化処理認定施設等において順次処理されています。 

保管事業者に対しては、処分期間内に適正処理するよう指導するとともに、処理が行われるまで

の間、法令及び平成 24年４月に施行（令和元年５月に改正）された「横浜市ポリ塩化ビフェニル廃

棄物適正管理指導要綱」に基づき、適正に保管・管理するよう指導しています。 

  また、未把握のＰＣＢ廃棄物やＰＣＢ含有製品について、掘り起こし調査を実施し、自家用電気

工作物設置者を対象とした調査においては約 99％、昭和 52年３月以前に建てられた事業用建物を対

象とした調査においては約 84％の回答率となっています。令和３年度は、未回答の事業者等に対し

て引き続きフォローアップ調査を実施します。 

このほか、適正な保管が困難な事業者等のＰＣＢ廃棄物が優先して処理されるように引き続き関

係機関と調整を進めています。 

 

市内で保管している主なＰＣＢ廃棄物の量 

高濃度ＰＣＢ廃棄物                          （令和２年３月末時点） 

 変圧器・コンデンサー（台） 安定器（台） 合計（台） 

市役所以外 1,759 129,160 130,919 

横浜市役所 0 4,835 4,835 

合計 1,759 133,995 135,754 

 

低濃度ＰＣＢ廃棄物                          （令和２年３月末時点） 

 変圧器（台） コンデンサー（台） 合計（台）  その他（kg） 

市役所以外 584 536 1,120 251,932 

横浜市役所 137 83 220 8,239 

合計 721 619 1,340 260,171 

 

自家用電気工作物設置者を対象とした掘り起こし調査の実績        （令和３年３月末時点） 

送付数 
回答あり 

未回答 
 届出必要 

14,572（100%） 14,420 (99.0%) （214） 152 (1.0%) 
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 昭和 52年３月以前に建てられた事業用建物を対象とした掘り起こし調査の実績（令和３年３月末時点） 

送付数 
回答あり 

未回答 未達 
 届出必要 

41,090（100%） 34,531（84.0%） （287） 5,708（13.9%） 851（2.1%） 

 

５ 処理業者指導 

 産業廃棄物処理業は、産業廃棄物の収集運搬業と処分業、特別管理産業廃棄物の収集運搬業と処分

業の４種類の許可区分に分類されます（処分業には、焼却・破砕などの中間処理業及び埋立の最終処

分業があります。）。 

 

(1) 許可件数の推移（許可件数は許可内容（業の種類）ごとに集計。）                       

(単位：件)  

年 度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

新 規 17（1） 9（1） 7（0） 7（0） 4（0） 

変 更 13（4） 13（1） 12（2） 9（1） 8（1） 

更 新 93（8） 57（8） 53（10） 67（5） 93（7） 

合 計 123（13） 79（10） 72（12） 83（8） 105（8） 

※（ ）内は特別管理産業廃棄物処理業の許可件数の内数。 

 

 (2) 処理業の許可件数及び処理業者数           （令和３年３月末時点）  

産業廃棄物処理業許可件数 

 

収集運搬業 処分業 

合計 積替保管

除く 

積替保管

含む 
計 中間処理 最終処分 

中間＋

最終 
計 

産業廃棄物 123 108 231 126 1  0  127 358 

特別管理 
産業廃棄物 

16 18  34 14  1  0 15  49  

計 139  126 265 140 2  0  142 407  

    横浜市の許可を有する業者数 303 

  ※横浜市の許可を有する業者数の推移  

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

397 374 358 327 303 

  

(3) 実績の報告 

処分業者から実績報告書の提出を求め、廃棄物の処理量等処理実績の把握を行っています。 

 

(4) 立入指導 

    産業廃棄物の適正処理推進のため、処理業者に対して現地審査や立入指導を行っています。 
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６ 最終処分に関する指導 

市内で埋立処分される産業廃棄物のうち、汚泥、燃え殻、鉱さい、ばいじん等環境に与える負荷の

高い廃棄物については、排出事業者が事前に提出する分析報告書により基準を満たしていることを確

認してから最終処分を認めることとしています。 

最終処分場に対しては、法令等に基づく処分基準、承認制度、処理伝票や帳票類の整理等の遵守状

況の把握、廃棄物の抜取検査、排水処理などの維持管理等についての指導監督を行っています。 

また、埋立終了後の処分場についても、浸出液処理設備の維持管理や跡地整備に関する指導を行う

ため、立入検査を実施しています。 

 

７ 公共関与による処理施設 

 南本牧第５ブロック廃棄物最終処分場において、公共事業や市内中小企業から発生する産業廃棄物

の受入れを行っています。 

 

８ 建設リサイクル法等に係る事務 

   建設系廃棄物の再資源化を進めるため、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（以下「建

設リサイクル法」という。）に基づく届出書の審査及び現場パトロール等により、分別解体等の指導を

行っています。また、建築物等の解体におけるアスベスト対策等について指導を行っています。 

さらに、建設リサイクル法では対象外となっている床面積の合計が 80㎡未満の建築物の解体工事に

ついても、平成 17年 11月に「建築物の解体工事に係る指導要綱」を定め、届出書の審査及び現場パ

トロール等により分別解体及びアスベスト対策等の指導を行っています。 

届出等の件数                                  (単位：件) 

年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

法 
届 出 7,733 7,758 7,880 7,727 6,814 

通 知 1,200 1,262 1,228 1,266 1,350 

計 8,933 9,020 9,108 8,993 8,164 

要  綱 1,441 1,389 1,517 1,604 1,276 

計 10,374 10,409 10,625 10,597  9,440 

現地指導調査 406 405 405 371 181 

  

９ 自動車リサイクル法に係る事務 

   使用済自動車のリサイクルや適正処理を図るため、「使用済自動車の再資源化等に関する法律」（以

下「自動車リサイクル法」という。）が施行され、平成 16年７月１日から使用済自動車の解体業や破

砕業に対する許可制度が導入されました。 
さらに、平成 17年１月１日から使用済自動車の引取業の登録制やリサイクル料金の預託制度など自

動車リサイクル法が本格施行されました。 
また、許可を取得した事業者に対しては、許可基準が遵守され、環境への影響が起きないよう指導

しています。 
 
 

59



登録・許可業者数           （令和３年３月末時点） 

登 録 業 者 許 可 業 者 

引  取  業 416 解  体  業 32 

フロン類回収業 68 破  砕  業 11 

 

10 戸塚区品濃町最終処分場対策 

   戸塚区品濃町最終処分場では、生活環境の保全上の支障が生ずるおそれを除去するため、「特定産業

廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別措置法」に基づく「実施計画」に従い、施設の運転や管

理等を行政代執行しています。 

   具体的には、処分場内外に設置されている井戸で汚水をくみ上げ、浸出水処理施設で浄化し、下水

道に放流しています。 

   なお、行政代執行に要した費用については、原因者への費用求償を引き続き行います。 

 

11 有害使用済機器（雑品スクラップ）対策 

   一般家庭や業務上使用されている電気電子機器の中には、内部に鉛などの有害物質が含有されてい

るものやバッテリーが内蔵されているもの又は潤滑油等の油が使われているものがあります。これら

の機器が本来の用途での使用を終了し、破壊等ぞんざいに取り扱われた場合には、その内部に含まれ

る有害物質の飛散、流出や火災発生のおそれがあり人の健康又は生活環境に係る被害を生ずる可能性

があります。 

このため平成 30年４月１日から廃棄物処理法の改正により、下記の家電製品等（本来の使用用途を

終了し収集されたもので廃棄物を除く。）が「有害使用済機器」として指定され、それらを扱う事業者

に届出、保管・処分に関する基準の遵守等が義務付けられました。 

   届出書の審査及び現場パトロール等により適正保管の指導を行います。 

  

【対象品目】 

(1) 家電リサイクル法対象４品目 

エアコン、テレビ（プラズマ・液晶・ブラウン管式）、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機・衣類乾燥機 

(2) 小型家電リサイクル法対象 28品目  

 デジタルカメラ、ハードディスク、ジャー炊飯器、電子レンジ、扇風機、電気アイロン、掃除

機、電気こたつ、電気ストーブ、パソコン、プリンター、ゲーム機など 
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